
平成 23 年 6月 補正予算要求事業調書
１　予算要求事業の概要
№

2 新規 拡大 継続

款 項 目

3 2 3

番号 事業名

事　業
コード 事業名

<目的>

<現状(平成23年4月1日時点)>
１　主な対象施設
(１)　障害者支援施設

<課題>

今後、厚生労働省から示される交付要綱に準じて、適切に対応します。
（予定）
６月 交付申請受付

７月 設置工事

８月 実績報告

９月 補助金交付

電力確保対策事業(障害者施設整備事業)

事業名(予算の事務事業名)

総合振興計画新実施計画

区分

会計区分

一般会計 保健福祉局　福祉部　障害福祉課

所管

事務事業の位置付け

しあわせ倍増プラン2009

　東日本大震災に伴う電力供給不足による停電等に備え、障害者支援施設において、呼吸器、在
宅酸素濃縮器、固定式吸引器等に電力を供給するための自家発電設備を事業者負担１／２及び補
助金で整備します。

　東日本大震災の影響により、電力供給が通常と比較して大幅に落ち込んでいる中、夏場にかけ
て電力需要が大幅に増加し、大規模停電が発生することが懸念されています。障害者支援施設に
おいては在宅人工呼吸器等、生命維持に不可欠な医療機器が運用されており、また知的障害者が
多く入所していることから、突発的な停電によりこれらの機器が停止し、入居者の生命に危険が
及ぶこと、また知的障害者の混乱を回避することを目的としています。

予算要求事業の概要
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２　補正予算要求の理由と効果
　平成23年度厚生労働省第一次補正予算に、電力供給量不足の解消のため、自家
発電設備の整備に対する補助金が盛り込まれました。電力需要のピークは夏場で
あるため、本市もそれまでに対応する必要があります。

根拠法令等障害者自立支援法

政令市：不明
県内他市：川越市実施(本市及び川越市以外は、県により実施）

対象者 社会福祉法人等の施設（呼吸器等の対象医療機器を有する）設置者

３　補正前予算と補正予算要求の内容 (単位：千円）
金　額

<積算内訳>

23

<積算内訳>
１　自家発電設備整備費補助金
(１)　障害者支援施設 ３ 施設

① 国庫支出金 13,500 対象施設 交付基礎額 交付額
３ 施設 4,500 千円 13,500 千円

・国庫補助金　補助率　10／10

<査定内容>
6 １　自家発電設備整備費補助金

(１)　障害者支援施設 ３ 施設
対象施設 交付基礎額 交付額

① 国庫支出金 13,500 ３ 施設 4,500 千円 13,500 千円

・国庫補助金　補助率　10／10

<査定理由>

<査定内容>
１　自家発電設備整備費補助金
(１)　障害者支援施設 ３ 施設
対象施設 交付基礎額 交付額

① 国庫支出金 13,500 ３ 施設 4,500 千円 13,500 千円

・国庫補助金　補助率　10／10

<査定理由>

財源内訳

　東日本大震災に伴う電力供給不足による停電等に備え、障害者支援施設における呼吸器、在宅酸素濃縮
機、固定式吸引器等に電力を供給するための自家発電設備の整備に要する費用の助成を６月補正予算に計上
することとしました。

13,500

　財政局長査定の内容及び理由について、適正と認められるため、財政局原案のとおりとしまし
た。

13,500

財源内訳

市長査定
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　自家発電設備の整備を促進し、夏場を中心とした停電時に医療機器等の安定動
作を確保します。

要求理由

効果

区　　分
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